
「事業継続力強化計画」策定シート

解説書

本資料は、「事業継続力強化計画」策定シート(以下、計画策定シート)の使用方法について解説

したものです。解説書をよくご確認いただき、「事業継続力強化計画」認定申請にご活用くださ

い。

なお、計画策定シートは、申請様式ではなく、事業継続力強化計画を作成するための支援ツール

になります。申請にあたっては、電子申請システム（https://www.keizokuryoku.go.jp/）

から申請してください。電子申請システムでは内容の一時保管も可能ですので、作成ペースに

合わせてご入力いただけます。

また、記入にあたっては、中小企業庁のwebサイトに掲載されている「事業継続力強化計画策定

の手引き」（https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.

html）等を参照しながら記入してください。

計画策定シートの概要

【種類】

計画策定シートは、

・製造業 ・卸売業 ・小売業 ・建設業 ・運輸業 ・サービス業 ・汎用版

の7種類あります。

・製造業 ・卸売業 ・小売業 ・建設業 ・運輸業 ・サービス業

に該当する方は、各業種の計画策定シートを、それ以外の業種の方は、

・汎用版

をご活用ください。

【構成】

計画策定シートの構成は、

 A 自社の初動対応対策チェックシート

 B 自社の事業継続対策チェックシート

 C 申請書作成シート(自然災害)

 D 申請書作成シート(感染症)

 E 申請書作成シート(サイバー)

 F 事前対策管理表

となっております。
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A 自社の初動対応対策チェックシート

申請書作成シートに記入する前に、自社において自然災害等が発生した場合の初動対応につい

て検討、確認します。

① 初動対応の対策状況についての項目を記載しています。

② ①について、自社の対策状況を「はい」か「いいえ」で回答します。「一部実施している」「どち

らともいえない」等の場合は、「いいえ」として回答してください。

③ ①が、どの災害に関連するかを示しています。（申請する災害種別の確認項目のみ、回答し

てください。）

④ これにより、申請書作成シートの「3 事業継続力強化の内容 （1）自然災害等が発生した場

合における対応手順」の記入例に、関連する項目がオレンジ色で反映されます。詳細は、P.4

「申請書作成シート」をご確認ください。

① ② ③

B 自社の事業継続対策チェックシート

申請書作成シートに記入する前に、事業継続力の強化について検討、確認します。

① 事業継続の際に弱点となり得る項目を記載しています。

② ①について、自社に該当する項目があるかを「はい」か「いいえ」で回答します。「一部該当し

ている」「どちらともいえない」等の場合は、「はい」として回答してください。

③ ①が、どの災害に関連するかを示しています。（申請する災害種別の確認項目のみ、回答し

てください。）

④ これにより、申請書作成シートの「3 事業継続力強化の内容 （2）事業継続力強化に資する

対策及び取組」の記入例に、関連する項目がオレンジ色で反映されます。詳細は、P.4「申請

書作成シート」をご確認ください。

① ② ③
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申請書作成シート（C 自然災害・D 感染症・E サイバー共通仕様）

【種類】

申請書作成シートは、3種類あります。申請したい自然災害等の種類に応じて、いずれか、もしく

は複数選択して使用します。

【構成】 １ 名称等
事業所の情報を記入します。

２ 事業継続力強化の目標

・自社の事業活動の概要

・事業継続力強化に取り組む目的

・事業活動に影響を与える自然災害等の想定

自社事業活動に甚大な影響を与える可能性が高い自然災害等

について記入します。

・自然災害等の発生が事業活動に与える影響

想定される自然災害等が、「人員」「建物・設備」「資金」「情報」に

与える影響について記入します。

3 事業継続力強化の内容

（1）自然災害等が発生した場合における対応手順

想定した自然災害等に対する必要な対策を記入します。

（２）事業継続力強化に資する対策及び取組

「人員」「建物・設備」「資金」「情報」について、事業継続力強化

のための現在の取り組み状況と今後の取り組み案を記入し

ます。

（3）事業継続力強化設備等の種類

税制優遇を活用する場合は記入が必須となります。導入を予

定している事業継続力強化設備等について記入してくださ

い。

（4）事業継続力強化の実施に協力する者の名称及び住所

並びにその代表者の氏名並びにその協力の内容

事業継続力強化を進めるにあたって関係者からの支援を受

ける場合等に記入します。

（5）平時の推進体制の整備、訓練及び教育の実施その他

の事業継続力強化の実効性を確保するための取組

事業継続力強化には単に計画を策定するだけでなく、実効

性も求められます。災害時に使えるような計画にするための

取り組みを検討し記入します。

4 実施期間
計画の実施期間を３年以内の期間で記載します。

5 事業継続力強化を実施するために必要な資金の額
及びその調達方法
設備導入のため、税制優遇や金融支援を受ける場合は記入が必
須となります。

6 その他
関係法令の遵守等、必要事項を確認し、該当するものにチェック
をいれます。

１　名称等 １　名称等

２　事業継続力強化の目標 ２　事業継続力強化の目標

自社の事業活動の概要 自社の事業活動の概要

事業継続力強化に取り組む目的 事業継続力強化に取り組む目的

事業活動に影響を与える自然災害等の想定 事業活動に影響を与える自然災害等の想定

自然災害等の発生が事業活動に与える影響 自然災害等の発生が事業活動に与える影響

3　事業継続力強化の内容 3　事業継続力強化の内容

（1）自然災害等が発生した場合における対応手順 （1）自然災害等が発生した場合における対応手順

（２）　事業継続力強化に資する対策及び取組 （２）　事業継続力強化に資する対策及び取組

（3）　事業継続力強化設備等の種類　※税制優遇を希望する場合は入力必須 （3）　事業継続力強化設備等の種類

1 1

2 2

3 3

1 1

2 2

3 3

（4）事業継続力強化の実施に協力する者の名称及び住所並びにその代表者の氏名並びにその協力の内容 （4）事業継続力強化の実施に協力する者の名称及び住所並びにその代表者の氏名並びにその協力の内容

（5）平時の推進体制の整備、訓練及び教育の実施その他の事業継続力強化の実効性を確保するための取組 （5）平時の推進体制の整備、訓練及び教育の実施その他の事業継続力強化の実効性を確保するための取組
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4　実施期間 4　実施期間

本計画の実施期間を記載します。 本計画の実施期間を記載します。

西暦 年 月 年 月 西暦 年 4 月 年 3 月

5　事業継続力強化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 5　事業継続力強化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

6　その他 6　その他

関係法令の遵守等、その他必要事項を確認し、該当するものにチェックを付します。 関係法令の遵守等、その他必要事項を確認し、該当するものにチェックを付します。

（1）関係法令の遵守 （1）関係法令の遵守

（2）その他事業継続力強化に資する取組 （2）その他事業継続力強化に資する取組

（※１）国土強靱化に貢献する団体を認証する制度

（※２）事業継続マネジメントシステム（BCMS）の国際規格

取組の社内通知

必須

事業継続力強化の取組を社内に周知することは、全従業員の理解と協力を得るために不可欠です。計画策定や見

直し時には、目的・内容・役割を明確にし、メールや社内ポータルなどで全社的に通知する必要があります。 取組の社内通知

必須

事業継続力強化の取組を社内に周知することは、全従業員の理解と協力を得るために不可欠です。計画策定や見

直し時には、目的・内容・役割を明確にし、メールや社内ポータルなどで全社的に通知する必要があります。

記入欄 記入例 計画の見直し後、社内にメールで周知する。

計画の見直し

必須

計画の見直しについては、①業務変化への対応、②事業継続力強化計画の見直し、という二つに分けられます。それ

ぞれ二つの視点から計画の見直しをする責任者や見直しの時期をあらかじめ定めておくことが重要です。
計画の見直し

必須

計画の見直しについては、①業務変化への対応、②事業継続力強化計画の見直し、という二つに分けられます。それ

ぞれ二つの視点から計画の見直しをする責任者や見直しの時期をあらかじめ定めておくことが重要です。

記入欄 記入例 実態に則した計画となるように、教育・訓練の実施後に計画の見直しを実行する。

実施予定 月 実施予定 月

教育・訓練の実施

必須

事業継続力強化計画の考え方や内容が社内で浸透するためには、定期的な訓練や教育が必要です。

事業継続力強化に特化した会議の他、日頃から事業継続力強化について意見交換を図ることが望まれます。
教育・訓練の実施

必須

事業継続力強化計画の考え方や内容が社内で浸透するためには、定期的な訓練や教育が必要です。

事業継続力強化に特化した会議の他、日頃から事業継続力強化について意見交換を図ることが望まれます。

記入欄 記入例 全従業員参加の教育・訓練を実施する。

実施予定 月 実施予定 月

事業者の氏名又は名称

必須

事業者の氏名又は名称を記載してください。
事業者の氏名又は名称

必須

事業者の氏名又は名称を記載してください。

記入欄 記入例 ○○株式会社

代表者の役職名及び氏名

必須

代表者の氏名を入力してください。氏名の間には、全角スペースを一文字分入れてください。
代表者の役職名及び氏名

必須

代表者の氏名を入力してください。氏名の間には、全角スペースを一文字分入れてください。

記入欄 記入例 代表取締役社長　継続　太郎

事業者の氏名又は名称(カナ)

必須

事業者の氏名又は名称のフリガナを記載してください。（カタカナやアルファベット等が使用されている場合

でも、入力してください。） 事業者の氏名又は名称(カナ)

必須

事業者の氏名又は名称のフリガナを記載してください。（カタカナやアルファベット等が使用されている場合

でも、入力してください。）

記入欄 記入例 ○○カブシキガイシャ

常時使用する従業員の数

必須

従業員数を半角数字で記載してください。
常時使用する従業員の数

必須

従業員数を半角数字で記載してください。

記入欄 記入例 50人

資本金又は出資の額

必須

資本金又は出資の額を記載してください。
資本金又は出資の額

必須

資本金又は出資の額を記載してください。

記入欄 記入例 10,000,000円

法人番号

必須

法人番号を記載してください。
法人番号

必須

法人番号を記載してください。

記入欄 記入例 ○○○○○○○○○○○○○(13桁の数字)

業種

必須

業種は日本標準産業分類の中分類を記載してください。
業種

必須

業種は日本標準産業分類の中分類を記載してください。

記入欄 記入例

自社の事業活動の概要を記載します。事業は、顧客に価値を提供するために、商品やサービスの企画・提供・管理を行い、取引先や協力会社

との連携によって成り立っています。こうした一部が途絶すると、顧客への提供が困難になり、取引先や社会に影響を与えます。特に中小事業者

は、サプライチェーンや業務委託の一部を担うことが多く、事業継続は重要です。自社の役割を明確にし、サービスや供給を途絶させない体制づく

りが求められます。

【必須内容】

□業種等の事業の概要

□事業活動が担う役割について、サプライチェーンにおける役割または地域経済などにおける役割の記載

自社の事業活動の概要を記載します。事業は、顧客に価値を提供するために、商品やサービスの企画・提供・管理を行い、取引先や協力会社

との連携によって成り立っています。こうした一部が途絶すると、顧客への提供が困難になり、取引先や社会に影響を与えます。特に中小事業者

は、サプライチェーンや業務委託の一部を担うことが多く、事業継続は重要です。自社の役割を明確にし、サービスや供給を途絶させない体制づく

りが求められます。

【必須内容】

□業種等の事業の概要

□事業活動が担う役割について、サプライチェーンにおける役割または地域経済などにおける役割の記載

記入欄 記入例

当社は○○（商品・サービス）を提供している。当社は顧客や取引先に○○を安定的に供給・提供する重要な役割を担ってお

り、当社の事業が停止すると、顧客や関連業務に大きな影響が生じる。

地域の雇用を支えており、従業員とその家族の生活を守るためにも、早期の業務再開により、雇用を維持していく必要がある。

設立年月日

必須

設立年月日を記載してください。
設立年月日

必須

設立年月日を記載してください。

記入欄 記入例 20○○年○月○日

自然災害

（地震・風水害

（土砂災害））

必須

事業拠点の自治体のハザードマップ等を確認し、想定される自然災害を記載してください。

【必須内容】（数値を用いて具体的に）

□自社の事業活動に甚大な影響を与える可能性が高い自然災害等を一つ以上記載
自然災害

（地震・風水害

（土砂災害））

必須

事業拠点の自治体のハザードマップ等を確認し、想定される自然災害を記載してください。

【必須内容】（数値を用いて具体的に）

□自社の事業活動に甚大な影響を与える可能性が高い自然災害等を一つ以上記載

記入欄 記入例

当社の事業拠点は●●市にあり、●●地震が想定される地域である。

・想定される震度は震度6強、津波浸水深は1.0m。（●●市ハザードマップ参照）

・豪雨や台風による被害も想定され、洪水による浸水深は1.0-3.0ｍになる。（●●市ハザードマップ参照）

何を目的として事業継続力の強化を図るのかを検討し、可能な限り具体的に記載します。

【必須内容】（具体的に）

□従業員及びその家族に対する責務、自社の企業理念、経営方針

□顧客・取引先や地域経済に対する影響

□事業継続力強化に当たっての理念や基本的な方針

何を目的として事業継続力の強化を図るのかを検討し、可能な限り具体的に記載します。

【必須内容】（具体的に）

□従業員及びその家族に対する責務、自社の企業理念、経営方針

□顧客・取引先や地域経済に対する影響

□事業継続力強化に当たっての理念や基本的な方針

記入欄 記入例

１．人命を最優先として、従業員と従業員の家族の安全と生活を守る。

２．地域社会の安全と復興に貢献する。

３．事業の継続もしくは早期再開により、サービスの維持に努め、お客様への影響を最小限に留める。

サイバー攻撃 記入欄 サイバー攻撃 記入例 不正アクセス、ランサムウェア等のサイバー攻撃により、事業活動の制限等の影響を受ける。

感染症 記入欄 感染症 記入例 国内で感染症が蔓延した際は、事業活動の制限等の影響を受ける。

人員に関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「人員」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

人員に関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「人員」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

想定される影響

（記入欄）

想定される影響

（記入例）

営業時間中の地震発災では、ものの落下、転倒等により、けが人が発生する。また、公共交通機関が停

止し、従業員の帰宅、出社が困難になる。

その他 その他

想定する自然災

害等

「事業活動に影響を与える自然災害等の想定」に記載したもののうち、事業活動に与える影響が最も大きいものを最低一つ

以上記載してください。 想定する自然災

害等

「事業活動に影響を与える自然災害等の想定」に記載したもののうち、事業活動に与える影響が最も大きいものを最低一つ

以上記載してください。

記入欄

特定の人にしかできない業務の担当者本人、家族が被災すると業務の停止が想定される。

夜間に発災した場合は、翌日の従業員の参集が困難となり人員確保が困難になる。

事業活動に

与える影響

（記入欄）

事業活動に

与える影響

（記入例）

必要な人員が確保できず、復旧作業の遅れや属人化している業務の再開が困難となり、業務の締切に

間に合わなくなる。

記入例
想定される自然災害等のうち、事業活動に与える影響が最も大きいものは「●●地震」であり、その被害想定

は下記のとおり。

津波到達により、本社○階までの設備が損傷、浸水し使用不可となる可能性がある。

資源の調達先が依存的なため、取引先が被災した場合に自社の事業に大きな影響が生じることが想定

される。

事業活動に

与える影響

（記入欄）

事業活動に

与える影響

（記入例）

業務に必要な機器が使用できず、業務の一時もしくは全部が中断することが想定される。

建物・設備に関す

る影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「建物・設備」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載し

ます。

建物・設備に関す

る影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「建物・設備」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載し

ます。

想定される影響

（記入欄）

想定される影響

（記入例）

停電が発生すると、PCや各システムが使用できなくなり、業務の実施ができない。

本社は耐震診断を受けていないため、新耐震基準を満たしていない場合、大きな被害を受ける可能性

がある。

想定される影響

（記入例）

建物・設備に被害が生じた場合に復旧費用が必要となり、被害が大きい場合、復旧費用が捻出できな

い可能性がある。

設備の稼働停止や営業停止によって営業収入が得られないことで、運転資金が逼迫する恐れがある。

想定される影響

（記入例）

オフィス内にあるサーバーが破損すると、バックアップしているデータ以外は喪失する恐れがある。

バックアップデータの保管先が近隣の施設のため、広い範囲で被災すると、バックアップデータも使用できな

くなる可能性がある。

事業活動に

与える影響

（記入欄）

事業活動に

与える影響

（記入例）

業務に必要なシステムが使用できなくなり、業務が中断、納期が遅延してしまう。また、機密情報、顧客

情報が漏洩することで、損害賠償責任が生じ、社会的信用力が低下する。

事業活動に

与える影響

（記入欄）

小区分
初動対応

の内容
事前対策 小区分

初動対応

の内容

事前対策の内容について

（➀チェックシートで「いいえ」を選択した項目の事前対策事例がオレンジ色で塗られています）

その他の影響

想定される影響

その他の影響

想定される影響

事業活動に

与える影響

従業員の

避難方法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後は、まず、身体の安全を確保します。そのための従業員の避難場所や経路を検討しておくことが必要にな

ります。また、人命救助が必要になる場合に備えて、必要な資機材を検討し、用意しておくことも必要です。

従業員の

避難方法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後は、まず、身体の安全を確保します。そのための従業員の避難場所や経路を検討しておくことが必要にな

ります。また、人命救助が必要になる場合に備えて、必要な資機材を検討し、用意しておくことも必要です。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

事業活動に

与える影響

（記入例）

円滑な資金調達ができなければ、運転資金が枯渇することや復旧費用を捻出できないことが想定され

る。

事業活動に

与える影響

情報に関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「情報」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

情報に関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「情報」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

想定される影響

（記入欄）

資金繰りに関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「資金」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

資金繰りに関する

影響

「想定する自然災害等」で選択した自然災害等が「資金」に与える影響とそれにより事業に与える影響について記載します。

想定される影響

（記入欄）

従業員の

安否確認

方法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後は、従業員の安否確認をする必要があります。各拠点内の従業員、外出中・休暇中の従業員の安否を

迅速に確認するため、あらかじめ安否確認方法や手順を定めておくことが必要です。また、災害時は各インフラの停止が

想定されるため、複数手段用意しておくことが必要になります。

従業員の

安否確認

方法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後は、従業員の安否確認をする必要があります。各拠点内の従業員、外出中・休暇中の従業員の安否を

迅速に確認するため、あらかじめ安否確認方法や手順を定めておくことが必要です。また、災害時は各インフラの停止が

想定されるため、複数手段用意しておくことが必要になります。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

発災直後

安否確認に向け、従業員の連絡先リスト（電話番号、メール、SNS等）を作成する。

安否確認に向け、○○の利用方法を従業員に周知する。※災害用伝言ダイヤル「171」や、「災害用

伝言板」等

安否確認結果の取りまとめ方法を確立する。また、安否確認がとれない従業員への対応を決定する。

発災直後

顧客の避難経路、避難場所を設定する。

顧客の安否確認方法について整理し、従業員に周知する。

自社従業員による避難誘導の手順を検討する。

従業員の

帰宅許可

＜記入のポイント＞

災害時には、公共交通機関の停止や、道路の破損、火災、群衆事故の可能性等が想定されます。その中で従業員

をむやみに帰宅させることは大変危険であるため、従業員の帰宅について許可制にする等、一定の基準を設けておくこ

とが必要です。

放送設備がある場合は、館内放送により顧客を誘導する手順を検討する。

非常時の

緊急時体

制の構築

必須

緊急体制

の構築・役

割の設定

＜記入のポイント＞

危機が発生した後、社内の状況を把握し、適切な判断、指示をするため、対策本部を立ち上げることを推奨いたしま

す。その場合に、どういう組織体制とするのか、それぞれどういう役割を持つのかを決めておく必要があります。また、どういっ

た危機が発生した際に対策本部を立ち上げるのかも決めておくことで、迅速に立ち上げることができます。

非常時の

緊急時体

制の構築

必須

緊急体制

の構築・役

割の設定

＜記入のポイント＞

危機が発生した後、社内の状況を把握し、適切な判断、指示をするため、対策本部を立ち上げることを推奨いたしま

す。その場合に、どういう組織体制とするのか、それぞれどういう役割を持つのかを決めておく必要があります。また、どういっ

た危機が発生した際に対策本部を立ち上げるのかも決めておくことで、迅速に立ち上げることができます。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

発災直後

対策本部の要員として、事業所から○○km圏内に住む者を予め選定する。

災害対策本部の構成要員、班の役割を定める。

上位者の不在時に備え、代行して意思決定を行う代行者を定める。

災害対策本部を設置した際の社内への周知方法を定める。

被害状況

の把握/被

害情報の

共有

必須

被害状況

の把握

＜記入のポイント＞

災害時の被害情報については、対策本部が判断、指示をするために必要な情報を迅速に集めることが必要です。その

ために、あらかじめ収集する情報の内容や手段、担当を決めておくことが必要であり、またその情報の取りまとめ方法につ

いても確立しておくことが必要になります。

被害状況

の把握/被

害情報の

共有

必須

被害状況

の把握

＜記入のポイント＞

災害時の被害情報については、対策本部が判断、指示をするために必要な情報を迅速に集めることが必要です。その

ために、あらかじめ収集する情報の内容や手段、担当を決めておくことが必要であり、またその情報の取りまとめ方法につ

いても確立しておくことが必要になります。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

発災直後

どの事業所の被害状況について、誰がどのような情報を把握し、把握した情報をいつまでに、社内の誰に

伝えるのか、あらかじめ取り決める。

集まった被害情報の取りまとめ方法について整理する。

気象情報・防災情報（避難勧告・指示の発令状況など）を入手するための手段を整理しておく。

警察、消防、各種指定公共機関（電力、ガス、水道など）へ問い合わせるための連絡先リストを作成

する。

民間気象予報会社などによるアラート配信サービスを利用する。

被害状況

の共有

＜記入のポイント＞

収集した被害情報を必要に応じて関係者に報告する必要があります。そのために、報告する先をあらかじめ検討してお

き、漏れなく、適切なタイミングで報告することが必要です。

被害状況

の共有

＜記入のポイント＞

収集した被害情報を必要に応じて関係者に報告する必要があります。そのために、報告する先をあらかじめ検討してお

き、漏れなく、適切なタイミングで報告することが必要です。

自然災害の初動対応のため、○○を備蓄する。※ヘルメット、長靴、手袋、雨合羽、担架、ゴムボート、

拡声器等

従業員を出社させなくても支障がないように、予め従業員の多能工化を検討する。

＜記入のポイント＞

災害時には、近隣から救助を要請されることがあります。その際には、二次災害に遭わないよう、安全を確保した上で

救助活動にあたることが必要です。

近隣の救

助活動

＜記入のポイント＞

災害時には、近隣から救助を要請されることがあります。その際には、二次災害に遭わないよう、安全を確保した上で

救助活動にあたることが必要です。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

安否確認システムを導入する。

発災直後

設備の緊急停止手順をあらかじめ確認する。

従業員に対して停止手順を周知する。

発災直後

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

設備の緊

急停止方

法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後、停止が必要な設備について、迅速に且つ安全に停止をする必要があります。そのための手順について従

業員に周知し、また実際にその手順がとれるようにしておく必要です。なお、危険物の取り扱いがある場合は、平時から

安全な保管方法を徹底し、有事の際に二次災害に繋がらないようにすることが必要です。 設備の緊

急停止方

法

必須

＜記入のポイント＞

災害発生後、停止が必要な設備について、迅速に且つ安全に停止をする必要があります。そのための手順について従

業員に周知し、また実際にその手順がとれるようにしておく必要です。なお、危険物の取り扱いがある場合は、平時から

安全な保管方法を徹底し、有事の際に二次災害に繋がらないようにすることが必要です。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)
記入例

近隣の救

助活動

顧客への

対応方法

必須

＜記入のポイント＞

災害時に来客者がいる場合、従業員だけでなく来客者の安全確保と避難誘導も必要になります。また、来客者が公

共交通機関の停止等により、帰宅困難になった場合、自社で受け入れるのか自治体の帰宅困難者施設を案内する

のか等を検討しておくことが必要です。

顧客への対

応方法

必須

＜記入のポイント＞

災害時に来客者がいる場合、従業員だけでなく来客者の安全確保と避難誘導も必要になります。また、来客者が公

共交通機関の停止等により、帰宅困難になった場合、自社で受け入れるのか自治体の帰宅困難者施設を案内する

のか等を検討しておくことが必要です。

対応時期

(記入欄)
記入欄

対応時期

(記入例)

発災直後

災害時にも連絡が可能となるよう、○○と○○など複数の通信手段を確保する。※複数社の携帯電

話、IP電話、IP無線機、LINE等の音声通話、クラウドフォン、衛星携帯電話

HPやSNSの更新は複数の担当者が実施できるようにする。

従業員の

帰宅許可

＜記入のポイント＞

災害時には、公共交通機関の停止や、道路の破損、火災、群衆事故の可能性等が想定されます。その中で従業員

をむやみに帰宅させることは大変危険であるため、従業員の帰宅について許可制にする等、一定の基準を設けておくこ

とが必要です。

人命の

安全確保

発災直後 従業員の帰宅を許可する基準を設定する。

記入例

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「ヒト」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

自然災害に備え、社内の○○や社外の△△を避難場所・安全エリアとする。

従業員に対する避難誘導手順を作成する。

従業員を対象に、○○により、避難経路・避難場所を周知する。※朝礼、ポスター、訓練等

現在の取り組み(記入欄) 今後の計画(記入欄) 現在の取り組み・今後の計画(記入例)

トイレ、エレベーター等に閉じ込められた者がいないかを確認する手順を検討する。

報告が必要な顧客に情報を共有するための手順を整備する。

災害対策本部の設置基準を決定する。(例)○○地区にて、震度○以上の地震が発生した場合

災害発生時の参集基準を定める。

発災直後

近隣の救助要請に安全に対応するための、安全確保対策、ルールの設定をする。

救助、救出用機材（バール、のこぎり、担架等）を備蓄する。

会社の近隣に居住する従業員の○○人を緊急参集要員として任命する。

人命の

安全確保

必須

項目 取組について 項目
取組について

（チェックシート➁で「はい」を選択した項目の対策事例がオレンジ色で塗られています）

A

自然災害等が発

生した場合におけ

る人員体制の整

備

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「ヒト」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

A

自然災害等が発

生した場合におけ

る人員体制の整

備

社内で取り纏めた情報のうち、顧客及び関係者の誰に対して、どのような情報を、何時間後までに共有

するのか、あらかじめ取り決める。

主要な顧客、取引業者の連絡先リストを作成する。

顧客及び関係者に対し、被害状況、復旧見通し等の情報の伝達手段として○○を定める。※HPの更

新、SNSの活用等

OB従業員に対し、被災時に業務を支援してもらうように取り決めをしておく。

リモート会議やリモートワークができる体制を整える。

○○など、従業員の多能工化を進める。※経理業務を複数の担当者が実施できるよう人事異動・研修を行うなど

株式会社○○（親事業者等）に対し、被災時に応援要員を派遣してもらうように取り決めをしておく。

停電に備え、○○を設置する。※照明設備、充電用モバイルバッテリー、事業継続に必要な蓄電器・発電機など

ITが利用できない場合に備え、代替手段として○○を実施する。※手書き伝票での対応など

○○の固定状況、耐震対策の状況を確認し、必要に応じて固定または免震装置を導入する。※棚、机、PC等

B

事業継続力強化

に資する設備、機

器及び装置の導

入

※税制優遇、金

融支援を希望す

る場合、この項目

は入力必須

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「モノ」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

B

事業継続力強化

に資する設備、機

器及び装置の導

入

※税制優遇、金

融支援を希望す

る場合、この項目

は入力必須

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「モノ」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

現在の取り組み(記入欄) 今後の計画(記入欄) 現在の取り組み・今後の計画(記入例)

○○の耐震性能を診断する。耐震性能が不足している建物は耐震補強工事を実施する。※本社、工場など

株式会社○○にて代替生産を行うため、○○を実施する。※手順書の整備、設備の共有、訓練など

重要設備（受変電等）や在庫品に○○などの防水措置を実施する。※防水堤で周りを囲う、架台を導入する等

棚にある○○を高い位置に上げておく。※貴重品や重要書類、電化製品など

C

事業活動を継続

するための資金の

調達手段の確保

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「カネ」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

C

事業活動を継続

するための資金の

調達手段の確保

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「カネ」を確保するために、現在行っている取り組

みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効であるかを

考え、以下を参考に記入してください。

現在の取り組み(記入欄)

重要な業務に関する取引先に対しては、○○を要請する。※事前対策の策定、防災対策の充実など

事業に必要な資源（設備、資材、燃料）の調達先リストを作成する。

今後の計画(記入欄) 現在の取り組み・今後の計画(記入例)

ハザードマップや過去の感染症などを基に、①自社の建物や設備にどの程度の被害額（復旧に必要な金額）が生じ

るか②代替生産のための費用、休業中の従業員への給与、買掛金の支払い等どの程度の資金が必要かを想定する。
現預金や保険の加入状況（対象災害の種類、対象設備、補償金額など）を確認する。想定される被害金額から

不足する場合は、保険会社、金融機関、商工会議所等に相談の上、追加策を検討する。

災害発生直後から活動する従業員数（対策本部要員）を基に、備蓄しなければならない物資・量を検討、準備す

る。※簡易トイレ、浄水器、飲食料、毛布、保温シート、カセットコンロ・ボンベ、ラジオ、救急セット、衛生用品

事業停止に備えて、小規模企業共済に加入する。

○○により計画的な資金の積み立てを行い、災害時の際の現預金に厚みを持たせる。※定期預金、積立型預金、

株や債券への長期分散投資

建物や設備損壊等への補償が不十分と想定した場合、地震保険や地震共済への加入を検討する。

新規の融資に際しては、災害時元本免除特約付融資での借り入れを検討する。

災害直後の運転資金に備え、休業中の利益を補填する保険（損失利益補填保険）や、融資枠の確保（災害対

応型コミットメントライン）を行う。

（事業所が川、海岸沿い、低地など、水害の危険性が高い場合）水害に備え、○○を２F以上に設置する。※電

源装置、配電盤、各種電子機器、サーバールーム、金庫、重要書類など

データのバックアップを○○の頻度で取得する。※毎年、毎月、毎日など

よろず支援拠点や商工団体への使用可能な公的支援策の相談。

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「情報」を確保するために、現在行っている取り

組みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効である

かを考え、以下を参考に記入してください。

D

事業活動を継続

するための重要情

報の保護

＜記入のポイント＞

事業を継続するには資源が必要となります。この項目では、災害時に「情報」を確保するために、現在行っている取り

組みと今後実行するべき対策について整理します。自社にとって事業継続上どのような対策を講じることが有効である

かを考え、以下を参考に記入してください。

現在の取り組み(記入欄)

敷地内の周囲より窪んでいる箇所に商品などを保管・仮置きしない。

遠隔地の同業者である株式会社○○と、災害時の相互応援協定（例えば同業者と復旧に向けた相互支援を行

う）を締結する。

二次災害の危険性がある○○に自動停止機能を設置する。※ボイラーや火気設備など

出火する可能性のある電気設備等があるため、当該設備に感震ブレーカーを設置する。

敷地外周に○○などを設置し、敷地内に水が流入しないようにする。※コンクリート塀など

○○などの開口部に防水板を設置する。※建物出入口

税制優遇を活用する場合はチェックを入れてください。 税制優遇を活用する場合はチェックを入れてください。

確認項目 チェック欄 確認項目 チェック欄

バックアップデータについて、○○などにより、同時に被災しないような仕組みを構築する。※遠隔地への保管、クラウド

サービスの利用など

クラウド環境を利用し、通常時とは異なる拠点からのシステム利用を可能とする。

○○の定例会に参加し、災害対策の情報交換と、緊急時に備えた相互支援のための人的ネットワークの構築を実施

する。※同業者組合、業界団体など

リモートワークの実施に必要な規程やルールを定める。リモートワーク下における情報セキュリティ対策を実施する。

D

事業活動を継続

するための重要

情報の保護

今後の計画(記入欄) 現在の取り組み・今後の計画(記入例)

(2)の項目
「3　事業継続力強化の内容　(2)事業継続力強化に資する対策及び取組」のA~Dのどの項目に対応するものなのかを選

択します。
(2)の項目

「3　事業継続力強化の内容　(2)事業継続力強化に資する対策及び取組」のA~Dのどの項目に対応するものなのかを選

択します。

取得年月
事業継続力強化計画の認定を受けた日から同日以後1年を経過する日までの間に取得等をする必要があるため、それを踏

まえた取得年月を記載してください。
取得年月

事業継続力強化計画の認定を受けた日から同日以後1年を経過する日までの間に取得等をする必要があるため、それを踏

まえた取得年月を記載してください。

税制優遇を活用する 税制優遇を活用する

税制優遇を活用する場合に記載が必須となります。

事業継続力強化計画に基づき導入を予定している事業継続力強化設備等について必要事項を記入してください。

税制優遇を活用する場合に記載が必須となります。

事業継続力強化計画に基づき導入を予定している事業継続力強化設備等について必要事項を記入してください。

設備等の種類 必ず税理士等の判断を受けてから、必ず「機械装置」「器具備品」「建物附属設備」のいずれかを記載します。 設備等の種類 必ず税理士等の判断を受けてから、必ず「機械装置」「器具備品」「建物附属設備」のいずれかを記載します。

中小企業等経営強化法施行規則（平成11年通商産業省令第74号）第29条の規定に基づき、自然災害の発生が事業活動に与える影

響の軽減に資する機能を有する減価償却資産のうち、以下に掲げるものが対象となります。

中小企業等経営強化法施行規則（平成11年通商産業省令第74号）第29条の規定に基づき、自然災害の発生が事業活動に与える影

響の軽減に資する機能を有する減価償却資産のうち、以下に掲げるものが対象となります。

設備等の名称/

型式

当該設備が特定できるよう型式まで正確に記載してください。型式が不明な場合は、対象設備等であることが分かるカタログ

や、仕様書等を添付してください。

設備等の名称/型

式

当該設備が特定できるよう型式まで正確に記載してください。型式が不明な場合は、対象設備等であることが分かるカタログ

や、仕様書等を添付してください。

所在地 設備の設置場所を記載します。 所在地 設備の設置場所を記載します。

本税制の対象設備は、上の表に該当するもののうち、計画における目標の達成に真に必要な設備であること、またその数量が適切であること及び

内容の実現に資するものであることにつき、経済産業大臣の確認を受けた設備が対象です。

※ただし下の確認項目のいずれかに該当する設備は対象外となります。

本税制の対象設備は、上の表に該当するもののうち、計画における目標の達成に真に必要な設備であること、またその数量が適切であること及び

内容の実現に資するものであることにつき、経済産業大臣の確認を受けた設備が対象です。

※ただし下の確認項目のいずれかに該当する設備は対象外となります。

(2)の項目

(記入欄)

取得年月

(記入欄)
設備等の名称/型式(記入欄) 所在地(記入欄)

(2)の項目

(記入例)

取得年月

(記入例)
設備等の名称/型式(記入例) 所在地(記入例)

B R8.4 自家発電設備／METI0３ ●●県／××市○―○―○

数量(記入例) 金額（千円）(記入例)

機械及び装置 5,000 1 5,000

設備等の種類(記入欄) 単価（千円）(記入欄) 数量(記入欄) 金額（千円）(記入欄) 設備等の種類(記入例) 単価（千円）(記入例)

上記設備は、中古品及び所有権移転外リースによる貸付資産ではありません。 上記設備は、中古品及び所有権移転外リースによる貸付資産ではありません。

上記設備は、国又は地方公共団体の補助金等の交付を受けて取得等した設備ではありません。 上記設備は、国又は地方公共団体の補助金等の交付を受けて取得等した設備ではありません。

確認項目 チェック欄 確認項目 チェック欄

上記設備は、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）及び消防法（昭和二十三年法律第百八十六

号）上設置が義務づけられた設備ではありません。

上記設備は、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）及び消防法（昭和二十三年法律第百八十六

号）上設置が義務づけられた設備ではありません。

種別(記入欄) 種別(記入例) ４：商工会議所（連合会）

住所(記入欄) 住所(記入例) ○○県○○市…

事業継続力強化を進めるにあたって中小企業を取り巻く関係者（親事業者・政府関係金融機関等）による働きかけや支援を受ける場合、

記載します。上記のような事業者・団体がいない場合、記入はせず空欄のままにします。

事業継続力強化を進めるにあたって中小企業を取り巻く関係者（親事業者・政府関係金融機関等）による働きかけや支援を受ける場合、

記載します。上記のような事業者・団体がいない場合、記入はせず空欄のままにします。

名称(記入欄) 名称(記入例) C商工会議所

代表者の氏名(記入欄) 代表者の氏名(記入例) ○○ ○○

協力の内容(記入欄) 協力の内容(記入例)
• 大規模な水害の発生が見込まれる際、注意喚起を依頼する。

• 水害に対する事業継続の強化に関する指導を依頼する。

平時の推進体制の

整備

必須

事業継続力の強化は、トップによる強いリーダーシップの下で推進することが必要です。

経営者またはそれに準ずる者を責任者として任命し、体制を構築します。
平時の推進体制の

整備

必須

事業継続力の強化は、トップによる強いリーダーシップの下で推進することが必要です。

経営者またはそれに準ずる者を責任者として任命し、体制を構築します。

記入欄 記入例 計画の推進及び訓練・教育については、代表取締役の指揮の下、実施する。

期間の開始を申請書の申請日以降の年月からとし、3年以内になるように設定してください。状況に変化が生じた場合には、計画に記載した実

施期間の終了を待たず、計画内容の見直しを検討し、変更申請してください。（軽微な変更は除く。）

期間の開始を申請書の申請日以降の年月からとし、3年以内になるように設定してください。状況に変化が生じた場合には、計画に記載した実

施期間の終了を待たず、計画内容の見直しを検討し、変更申請してください。（軽微な変更は除く。）

実施期間　必須 ～ 実施期間(記入例) 2026 ～ 2029

事業継続力強化に係る対策について、必要な資金の額とその調達方法を記載します。特に設備導入のため税制優遇や金融支援を受ける場

合、必ずここに記載してください。

※計画の実施に資金が掛からない場合は記載不要です。

※日本政策金融公庫の低利融資を使う場合はその旨明記してください。

「損害保険への加入」等を「資金調達方法」に記載する場合は、「金額」の欄には、加入に際して必要な保険料ではなく、事業の継続に必要な

金額（＝補償対象となる事由が発生した場合に自社に支払われる保険金の金額）を記載してください。

事業継続力強化に係る対策について、必要な資金の額とその調達方法を記載します。特に設備導入のため税制優遇や金融支援を受ける場

合、必ずここに記載してください。

※計画の実施に資金が掛からない場合は記載不要です。

※日本政策金融公庫の低利融資を使う場合はその旨明記してください。

「損害保険への加入」等を「資金調達方法」に記載する場合は、「金額」の欄には、加入に際して必要な保険料ではなく、事業の継続に必要な

金額（＝補償対象となる事由が発生した場合に自社に支払われる保険金の金額）を記載してください。

実施事項(記入欄) 使途・用途(記入欄) 資金調達方法(記入欄) 金額（千円）(記入欄) 実施事項(記入例) 使途・用途(記入例) 資金調達方法(記入例) 金額（千円）(記入例)

事前対策 自家発電設備 A銀行からの融資 5,000

事業継続力強化の実施にあたり、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五

十四号）、下請代金支払遅延等防止法（昭和三十一年法律第百二十号）、下請中小企業振興法（昭和四

十五年法律第百四十五号）その他関係法令に抵触する内容は含みません。

事業継続力強化の実施にあたり、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五

十四号）、下請代金支払遅延等防止法（昭和三十一年法律第百二十号）、下請中小企業振興法（昭和四

十五年法律第百四十五号）その他関係法令に抵触する内容は含みません。

確認項目にがいとうするものがある場合はチェックを入れます。

該当するものがない場合でも、審査に影響はありません。

確認項目にがいとうするものがある場合はチェックを入れます。

該当するものがない場合でも、審査に影響はありません。

確認項目の内容を確認し、関係法令に抵触しないことを確認した上でチェックを入れます。 確認項目の内容を確認し、関係法令に抵触しないことを確認した上でチェックを入れます。

確認項目　必須 チェック欄 確認項目　必須 チェック欄

ISO 22301認証（※２）を取得しています。 ISO 22301認証（※２）を取得しています。

中小企業BCP策定運用指針に基づきBCPを策定しています。 中小企業BCP策定運用指針に基づきBCPを策定しています。

確認項目　任意 チェック欄 確認項目　任意 チェック欄

レジリエンス認証制度（※１）に基づく認証を取得しています。 レジリエンス認証制度（※１）に基づく認証を取得しています。
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【見方】

申請書作成シートの構成は、左側が記入欄、右側が記入例となっています。右側の記入例を参

考に、左側の記入欄をご記入ください。

申請書作成シート内の

「3 事業継続力強化の内容 （1）自然災害等が発生した場合における対応手順」については、

「自社の初動対応対策チェックシート」において「いいえ」と回答した項目の対策事例が、記入例

にオレンジ色で反映されます。

「3 事業継続力強化の内容 （2）事業継続力強化に資する対策及び取組」については、

「自社の事業継続対策チェックシート」において「はい」と回答した項目の対策事例が、記入例に

オレンジ色で反映されます。

特にオレンジ色で塗られている記入例を参考に事前対策を検討し記入します。

（ 3 事業継続力強化の内容 （1）自然災害等が発生した場合における対応手順の場合）

記入欄 記入例

「いいえ」を選択

関連する対策例が
オレンジ色に変化
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F 事前対策管理表

事前対策管理表は、申請に際し検討した初動対応及び事業継続力強化のための課題について、

対策状況の管理をするためのものです。

① 具体的対策欄に、「3 事業継続力強化の内容」の「（1）自然災害等が発生した場合における

対応手順 具体的対策」「（２） 事業継続力強化に資する対策及び取組 今後の計画」に記載

の課題をコピーし、貼り付けます。

② 対策の担当部署を記入します。担当部署は、以降対策の進捗管理を担います。

③ 実施期限には、事業継続力強化計画の実施期間内において、対策を実施する期限を設定し、

記入します。

④ 各対策の対応状況を「未実施」「実施中」「対応済」で記入します。（対応状況は定期的に進捗

を確認してください。）

① ② ③ ④

事業継続力強化計画作成時の留意点

事業継続力強化計画を検討、作成するにあたり、特に重要なポイントを参考として記載

します。

⚫ 「２ 事業継続力強化の目標」「事業活動に影響を与える自然災害等の想定」

〈ハザードマップの入手方法〉

ハザードマップは各自治体のHPや国土交通省ハザードマップポータルサイト内「重ねる

ハザードマップ」(https://disaportal.gsi.go.jp/）やJ-SHIS（地震ハザードステー

ション）（https://www.j-shis.bosai.go.jp/）で確認することができます。

その他、国土交通省川の防災情報（https://www.river.go.jp/）や中小企業の情報

セキュリティ対策ガイドライン（情報セキュリティ自社診断・リスク分析シート）も参考にし

てください。

〈重ねるハザードマップの使い方〉

①確認したい災
害種別を選択

②調べたい拠点
の住所を検索

③拠点にポイント
される

④拠点の色が示
している災害リ
スクを確認する

https://disaportal.gsi.go.jp/
https://www.j-shis.bosai.go.jp/
https://www.river.go.jp/
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事業継続力強化計画作成時の留意点

⚫ 「3 事業継続力強化の内容」「（1）自然災害等が発生した場合における対応手順」

➢ 従業員の避難方法

〈地震の場合の避難場所〉

地震の場合、建物に火災や倒壊の危険性がないことが確認できた場合は、無理に外に

避難する必要はありません。落下物等の危険がない建物内の安全な場所で待機するこ

とが推奨されます。ただし、火災が発生した場合は、即座に避難する必要があります。そ

の場合は、火災報知機等を用いて火災の発生を周知した後、落下物等の危険がない広

場や行政の指定避難場所に避難しましょう。また、避難後は、全員が避難できたか点呼

しましょう。

〈津波の場合の避難場所〉

津波浸水想定区域内に拠点がある場合や区域内に滞在している際に、(大)津波警報が

発表された場合は、即座に堅牢な建物の上階や高台へ避難する必要があります。事前

に何ｍの高さまで浸水するのかハザードマップで確認しておきましょう。避難場所は、

行政指定の津波一時避難施設や、拠点が堅牢で十分な高さがある場合は、垂直避難す

ることも考えられます。

➢ 従業員の帰宅許可

〈災害時の従業員の帰宅判断〉

災害時は、公共交通機関の停止や道路の破損、通行止め等により、従業員が帰宅困難と

なることが想定されます。

この時、徒歩帰宅等で発災直後に慌てて移動を行うと大規模火災や家屋倒壊等の二次

災害に巻き込まれる危険性があります。また、道路に人が溢れ、救急車などの緊急通行

車両の妨げになります。

そのため、発災直後は職場で待機することが推奨されています。災害時に自社の帰宅方

針の判断に困らないよう、あらかじめ方針を検討しておき、社内周知しておくことが求

められます。

また、社内に留まれるよう飲料水や食料を最低3日分備蓄しておく他、各従業員は、安

心して職場に留まれるよう、あらかじめ家族と話し合って連絡手段を複数確保しましょ

う。

➢ 緊急体制の構築・役割の設定

〈緊急体制の構築〉

災害時に誰が何をして、誰が判断をするのかという役割分担を明確にしておく必要が

あります。そのため、その目的が達成できていれば、災害対策本部を設置しないことも

考えられます。特に小規模事業者等の場合は、災害対策本部の設置がそぐわない場合

もありますので、自社の状況に合わせた体制を検討しましょう。
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